
業務委託契約書 

 

○○株式会社（以下「甲」という）と△△株式会社（以下「乙」という）とは、○○○○業務の委託に関し

て、次のとおり業務委託契約（以下「本契約」という）を締結する。 

 

第 1条（委託業務） 

甲は、本契約の定めるところにより、以下の業務（以下「本件業務」という。）を乙に委託し、乙はこれ

を受託する。 

1. ○○○○ 

2. △△△△ 

 

第 2条（契約期間） 

1. 平成○○年○月○日から平成○○年○月○日までとする。 

2. 本契約の期間満了の○か月前までに、いずれの本契約当事者からも書面による何らの意思表示

もない場合、本契約は同じ条件でさらに 1年間延長されるものとし、以降も同様とする。 

 

第 3条（委託料） 

1. 甲が乙に対し支払う委託料は、○○万円（消費税別）とする。 

2. 甲は乙に対して翌月末日までに当月の委託料を銀行振込みにて支払うこととする。 

3. 振込みに要する手数料は甲の負担とする。 

 

第 4条（諸経費） 

本件業務を遂行するにあたり、要した諸経費については甲の負担とする。当該実費は、原則として

乙が立替払いをし、事後に請求書を甲に提出することとし、乙への支払方法は前条に準ずるものとす

る。 

 

第 5条（中途解約） 

 甲及び乙は、○か月前までに相手方に書面をもって通知することにより、本契約を解約することがで

きるものとする。 

 

第 6条（再委託）  

1. 乙は、甲の事前の書面による承諾なく、本件委託業務の全部又は一部を第三者に再委託するこ

とはできない。 

2. 前項の承諾を得て乙が第三者に本件委託業務の全部又は一部を第三者に再委託する場合、乙

は当該第三者との間で再委託に係る契約を書面により締結しなければならない。 



3. 乙は再委託先を管理監督するとともに、それらの業務の実施に係る一切の行為に関して、乙がし

たものと同じく、甲に対して一切の責任を負う。 

 

第 7条（秘密保持） 

1. 甲及び乙は、本契約締結の事実、及び本契約に関して又は本件委託業務遂行上知り得た相手方

の技術上、営業上及びその他の情報で相手方が秘密と指定したもの（以下、「秘密情報」という。）

を、相手方の事前の書面による承諾を得ることなく第三者に開示・漏洩してはならず、本契約の履

行以外の目的に利用してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するものについては、

この限りでない。 

（1） 開示を受ける前から自己において既に所有していた情報 

（2） 正当な権限を有する第三者から入手した情報 

（3） 開示を受ける前から既に公知となっていた情報、または開示を受けた後に自己の責任によら

ず公知となった情報 

（4） 法令の定めに基づき官公庁から開示を強制されたもの 

2. 本契約に基づく秘密保持期間は、その情報を開示した日から○年間とする。 

 

第 8条（解除）  

1. 甲又は乙は、相手方がその責に帰すべき事由により本契約上の義務を履行しない場合は、相手

方に相当の期間を定めて書面による催告を行い、なお履行がないときには、本契約を解除するこ

とができる。 

2. 甲又は乙は、相手方に次の各号に掲げる事由のいずれが生じたときには、何ら催告することなく

直ちに本契約を解除することができる。 

（1） 仮差押、差押、強制執行又は競売の申立を受けたとき 

（2） 破産、民事再生、会社更生、特別清算等の手続申立を受けたとき、又は自らこれらを申し立

てたとき 

（3） 手形、小切手を不渡りにする等支払停止状態に陥ったとき 

（4） 公租公課の滞納処分を受けたとき 

（5） 監督官庁による営業許可の取消、営業停止等の処分があったとき 

（6） 前各号の他、著しい信用不安の事態が生じ、本契約に基づく債務の履行が困難になるおそ

れがあると認められるとき 

3. 本条第 1項又は第 2項に基づき本契約が終了した場合でも、甲又は乙の相手方に対する損害賠

償の請求を妨げない。ただし、本契約に別段の定めがある場合は、この限りではない。 

 

第 9条（損害賠償） 

甲又は乙は、相手方の責めに帰すべき事由により自己に損害が生じたときは、相手方に対し、当該

損害（紛争解決に要した弁護士費用及び人件費並びに逸失利益を含む。）の賠償を請求することがで



きるものとする。なお、受託者が責任を負う損害賠償の額は、本件業務により委託者から受け取る報

酬金額を上限とする。 

 

第 10条（裁判管轄）  

本契約に関する訴訟については、○○地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

 

以上、本契約の成立を証するため、本書二通を作成し、署名捺印の上、各自一通 を保有する。 

 

平成○年○月○日  

 

（甲） 住所  ○○県○○市○○町○丁目○番地 

会社名       ○○株式会社           

氏名     ○○   ○○        印   

         

 （乙）  住所  △△県△△市△△町△丁目△番地 

会社名       △△株式会社                 

氏名     △△   △△        印 

 

 


